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【第1問】下記の(問1)、(問2)について解答しなさい。  

問1  

ファイナンシャル・プランニング業務を行うに当たっては、関連業法を順守す

ることが重要である。ファイナンシャル・プランナー(以下「FP」という)の行

為に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。  

 

1.生命保険募集人・生命保険仲立人の登録をしていないFPが、生命保険契約を

検討している顧客から相談を受け、顧客が死亡した場合における遺族の必要保

障額の計算を有償で行った。  

 

2.弁護士資格を有していないFPが、離婚に伴う財産分与について係争中の顧客

から相談を受け、報酬を得る目的でその顧客の代理人として離婚協議書の作成

に係る法律事務を取り扱った。  

 

3.税理士資格を有していないFPが、参加費無料の相談会において、相談者の持

参した資料に基づき、相談者が納付すべき相続税の具体的な税額計算を行っ

た。  

 

 

  



【答え】 

1.適切 

保険募集人でない FPは、保険業法により保険の募集を行ってはいけません。 

ただし、生命保険商品の一般的な説明や、保障額の試算・ライフプラン設計を

行うことは可能です。 

 

 

2.不適切 

弁護士資格を持たない FPは、法律問題のような具体的な法律判断や法律事務

を行ってはいけません。 

 

 

3.不適切 

税理士資格を持たないFPは、具体的な計算や税務相談や税務書類の作成を行っ

てはいけません。また、有償・無償にかかわらず税務相談を行うことができま

せんが、仮の事例や、一般的な税法の解説は行うことができます。 

 

 

 

従って、正解は【1】 

  



問2  

下記は、広尾家のキャッシュフロー表(一部抜粋)である。このキャッシュフロ

ー表の空欄(ア)~(ウ)に入る数値とその求め方として、最も適切なものはどれ

か。なお、計算に当たっては、キャッシュフロー表中に記載の整数を使用し、

計算結果は万円未満を四捨五入すること。  

 
 

  



【答え】 

1.適切

 

ア)資料より、基本生活費は基準年176万円、変動率1% 

2年後の基本生活費を求めるには年利1%を2年間複利計算することで求めます。 

 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

 

176万円×(1＋1%)2 

 

※電卓での計算は、まず(1＋0.01)を計算し1.01。×を2回＝を年数−１回 

1.01××＝1.0201 

1,760,000×1.0201=1,795,376 

問題文の記述より万円未満を四捨五入により、180万円 

 

 

従って、正解は【ア. 180万円】 

 

  



2.不適切 

 
 

年間収支=収入合計−支出合計 

 

450万円-377 万円=73万円 

 

従って、正解は【イ. 73万円】 

  



3.不適切 

 
ウでは、前年の金融資産残高を変動率で計算し、3年目の年間収支と合算させます。 

 

まず変動率をかけた1年後の金融資産残高 

複利計算の計算式 

元金×(1＋利率)Ｎ乗 

327万円×(1＋1%)=3,302,700円 

 

年間収支は51万円ですので、 

3,302,700円-510,000円=3,812,700円 

 

問題文の記述より万円未満は四捨五入とし、381万円 

 

【ウ. 381万円】 

 

 

従って、正解は【1】 

  



【第2問】下記の(問3)~(問5)について解答しなさい。  

問3  

下記は、NISA(少額投資非課税制度)についてまとめた表である。下表の空欄

(ア)~(ウ)にあてはまる語句として、最も不適切なものはどれか。 

  

 
 

1.(ア)個人向け国債  

2.(イ)120万円  

3.(ウ)繰り越すことができない  

 

  



【答え】 

1.不適切 

非課税となる対象 

→上場株式・公募株式投資信託、J-REIT(上場不動産投資信託、ETF(上場

投資信託)などの配当金・分配金・譲渡益。 

個人向け国債、預貯金、公社債・公社債投資信託などは対象外です。 

 

 

2.適切 

一般NISAでの年間の非課税投資枠は120万円です。 

名称 年間投資上限 非課税期間 対象年齢 

NISA 120万円 5年 20歳以上 

ジュニアNISA 80万円 5年 20歳未満 

つみたてNISA 40万円 20年 20歳以上 

 

 

3.適切 

NISAでは非課税枠の未使用部分を、翌年へ繰り越すことはできません。 

 

 

従って、正解は【1】 

  



問4  

下記<資料>に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、この

企業の株価は13,500円であるものとし、購入時の手数料および税金は考慮しな

いこととする。  

 
 

1.2018年3月期における1株当たりの利益は443.9円である。  

 

2.この企業の株を1単元(1単位)購入するために必要な資金は135万円である。  

 

3.この企業の株を1単元(1単位)保有していた場合、2018年3月期における年間

の配当金額(税引前)は5,000円である。  

 

  



【答え】 

1.適切 

資料よりの業績部分より、2018年3月期における1株当たりの利益は443.9円と

わかります。 

 
 

 

2.適切 

資料の株式欄より、単元100株の記載があり、問題文からこの企業の株価は

13,500円と記述があります。 

従って、必要資金は 

株価13,500円×100株=135万円 

 
 

 

3.不適切 

資料から、1株あたりの配当金は95円です。 

1単元保有している場合には100株ですから、年間配当金は、 

95円×100株=9,500円 

 

 
 

 

従って、正解は【3】 

  



問5  

下記<資料>に基づくSZ株式会社の投資指標に関する次の記述のうち、最も不適

切なものはどれか。 なお、購入時の手数料および税金は考慮しないこととす

る。  

 
 

1.株価収益率(PER)で比較した場合、SZ株式会社の株価は日経平均採用銘柄の

平均(予想ベース)より割安である。  

 

2.株価純資産倍率(PBR)で比較した場合、SZ株式会社の株価は東京証券取引所

市場第1部(東 証1部)全銘柄の平均より割高である。  

 

3.配当利回りで比較した場合、SZ株式会社の配当利回りは東京証券取引所市場

第1部(東証1部)全銘柄の単純平均(予想ベース)より高い。  

 

 

  



【答え】 

1.適切 

PERとは、株価が1株当たり純利益の何倍になっているかを表した指標です。  

PER(倍)=株価÷1株当たり当期純利益(EPS)  

EPS(1株当たり当期純利益)=当期純利益÷発行済株式数  

・PERが高いほど割高  

・PERが低いほど割安  

 
SZ社のPER 

280円÷27円=10.3703…→10.37倍 

 

日経平均採用銘柄のPERは11.96倍ですのでSZ社の方が割安 

 

  



2.不適切 

PBRとは、株価が1株当たりの純資産の何倍になっているかを表した指標 

PBR(倍)＝株価÷1株当たり純資産(BPS) 

BPS(1株当たり純資産)=純資産÷発行済株式数 

 

・PBRが低い(1倍に近い)ほど割安 

・PBRが高いほど割高 

 

 

SZ社のPBRは 

280÷310=0.903225…→0.90倍 

 

東証1部全銘柄PBRは1.16倍ですのでSZ社の方が割安となる。 

 

  



3.適切 

配当利回りは株価に対して何％の配当を出しているかを示します。 

 

配当利回り＝1株当たり年間配当金÷株価×100 

 
SZ社の配当利回りは、 

9.5円÷280円×100=3.3392…→3.39% 

 

東証1部全銘柄の配当利回りは2.03%ですのでSZ社の方が利回りは高いです。 

 

 

従って、正解は【2】 

  



【第3問】下記の(問6)、(問7)について解答しなさい。  

問6  

建築基準法に従い、下記<資料>の土地に建築物を建築する場合、その土地に対

する建築物の建築面積の最高限度として、正しいものはどれか。なお、記載の

ない条件については一切考慮しないこととする。 

 
  

1. 300m2×80%×6/10=144m2  

2. 300m2×80%=240m2  

3. 300m2×400%=1,200m2  

 

  



【答え】 

建築面積=敷地面積×建ぺい率 

 

防火規制の異なる土地に建築物を建築する場合には、その敷地全部について、

厳しい方の規制が適用されます。また 

 

・耐火建築物を準防火地域および防火地域内で建築する場合 

 

・特定行政庁が指定する角地である場合 

 

いずれかの場合には建ぺい率の緩和を受けることができ、それぞれの場合で

10%(両方に該当する場合には 20%)の緩和を受けられます。 

 

また、指定建ぺい率が80%の場合で、防火地域に耐火建築物を建築する場合に

は建ぺい率の制限はありません。(100%となる) 

 

 
 

本問では建ぺい率の緩和に該当する事項はないため、 

300㎡×80%=240㎡ 

 

 

従って、正解は【2. 300m2×80%=240m2 】 

  



問7  

土地の登記記録に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。  

 

 
 

1.土地を最初に取得した者がする所有権保存登記は、(ア)に記録される。  

 

2.土地が売買により取得された場合、買主がする所有権移転登記は、(イ)に記

録される。  

 

3.工場を建設する際に、金融機関から融資を受け、土地を担保として抵当権が

設定される場合、抵当権設定登記は、(ウ)に記録される。  

 

  



【答え】 

1.不適切 

所有権に関する事項は、権利部の甲区に記載されます。 

従って所有権保存登記は、権利部の甲区に記録されています。 

表題部 土地 所在、地番、地目、地積など 

建物 所在、家屋番号、種類、構造、床面

積 

権利部 甲区 所有権 所有権保存登記、仮登記、

所有権移転登記、差し押さ

えなど 

乙区 所有権

以外 

抵当権、地上権、借地権、

賃借権など 

 

 

2.適切 

所有権に関する事項は、権利部の甲区に記載されます。 

従って、所有権移転登記は権利部甲区です。 

表題部 土地 所在、地番、地目、地積など 

建物 所在、家屋番号、種類、構造、床面

積 

権利部 甲区 所有権 所有権保存登記、仮登記、

所有権移転登記、差し押さ

えなど 

乙区 所有権

以外 

抵当権、地上権、借地権、

賃借権など 

 

 

3.適切 

所有権以外の権利事項は権利部乙区に記載されます。 

従って、抵当権設定登記は乙区です。 

 

 

従って、正解は【1】 

  



【第4問】下記の(問8)~(問10)について解答しなさい。  

問8  

唐沢敏和さんが加入している生命保険(下記<資料>参照)の保障内容に関する次

の記述の空欄(ア)にあてはまる金額として、正しいものはどれか。なお、保険

契約は有効に継続しているものとし、敏和さんはこれまでに<資料>の保険から

保険金および給付金を一度も受け取っていないものとする。  

 

 
 

1. 3万円  

2. 8万円  

3. 10万円  

 

  



【答え】 

 

 
交通事故で給付率10倍の手術、10日間の入院の場合には、 

災害入院特約(交通事故など、急激かつ偶発的な外来の事故や怪我などの入院

時に支給)から支給を受けられます。 

 

入院5日目からの給付ですので、10日間の入院では6日分です。 

災害入院:日額5千円×6日=3万円 

手術：5千円×10倍=5万円 

 

合計8万円 

 

 

従って、正解は【2. 8万円】 

  



問9  

柴田さんは、地震保険についてFPの横川さんに質問をした。地震保険に関する

次の記述のうち、最も適切なものはどれか。  

 

1.地震保険は、住宅総合保険などの火災保険契約に付帯して契約する必要はな

く、単独で契約することができる。 

  

2.地震により、居住用の建物に収容されている家財のうち、1個または1組の価

額が30万円を超える骨とう品が損害を受けた場合、地震保険の補償の対象とな

る。  

 

3.噴火により、居住用の建物が大半損となった場合、地震保険の補償の対象と

なる。  

 

  



【答え】 

1.不適切 

地震保険は、火災保険に付帯しての加入となりますので、単独での加入はでき

ません。火災保険加入時に付帯しなかった場合でも、途中から付帯することは

可能です。  

 

 

2.不適切 

貴金属、骨董品や宝石等1個または1組の価額が30万円以内であれば、補償対象

ですが、30万円を超えてしまうと保証対象外です。 

※火災保険では、明記物件として個別に申告することで補償対象となります。 

 

 

3.適切 

地震保険は地震、地震による津波、噴火などによる居住用建物、家財などの火

災、損壊、埋没または流失による損害を補償するもの。  

 

 

従って、正解は【3】 

  



問10  

野村忠さんが契約している自動車保険の主な内容は、下記<資料>のとおりであ

る。<資料>に基づく次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、いず

れも保険期間中に損害が発生したものであり、運転者は忠さんである。また、

記載のない事項については一切考慮しないこととする。  

 
 

1.自動車を運転中に、他の自動車と衝突事故を起こし、忠さんが重傷を負った

場合、人身傷害保険の補償の対象となる。  

 

2.自動車を運転中に、誤ってブロック塀に接触し、被保険自動車が破損した場

合、車両保険の補償の対象となる。  

 

3.自動車を駐車場に駐車する際に、誘導中の妻に誤って車が接触し、ケガを負

わせた場合、対人賠償保険の補償の対象となる。  

 

  



【答え】 

1.適切 

人身傷害補償保険は被保険者が自動車事故で重症・死傷、後遺障害を被った場

合に、示談を待たずに、過失の有無を問わず、保険金額を限度に損害金の全額

が支払われる。 

 

 

2.適切 

車両保険では被保険自動車につき、衝突、接触、火災、爆発、盗難、台風、洪

水等の偶然な事故によって生じた損害に対して保険金が支払われます。 

ブロック塀に接触し、被保険自動車が破損した場合でも補償対象です。 

 

 

3.不適切 

対人賠償保険は被保険自動車の所有、管理に起因して他人を死傷させ、損害賠

償責任を負うことにより被る損害のうち、自賠責保険で支払われる金額を超え

る部分が支払われる。 

ただし、被害者が被保険者、被保険者の配偶者、親、子は補償対象外です。 

 
 

 

従って、正解は【3】 

  



【第5問】下記の(問11)、(問12)について解答しなさい。  

問11  

会社員の大下さんの2019年分の収入は下記<資料>のとおりである。大下さんの

2019年分の給与所得の金額として、正しいものはどれか。なお、<資料>に記載

のない事項については一切考慮しないこととする。  

 
 

1. 750万円  

2. 555万円  

3. 410万円  

 

  



【答え】 

給与所得は 

給与所得=給与収入-給与所得控除額 

 
資料から、給与と賞与で収入は750万円です。 

従って控除額は収入金額×10%＋120万円 

750万円×10%＋120万円=195万円 

 

750万円-195万円=555万円 

 

従って、正解は【2. 555万円】 

  



問12  

会社員の井上太一さんが、2019年中に支払った医療費等が下記<資料>のとおり

である場合、太一さんの2019年分の所得税の確定申告における医療費控除の金

額として、正しいものはどれか。なお、太一さんの所得は給与所得700万円の

みであり、妻および長女は太一さんと生計を一にしている。また、医療費控除

の金額が最も大きくなるよう計算すること。  

 
 

1. 70,000円  

2. 130,000円  

3. 160,000円  

 

 

  



【答え】 

医療費控除…納税者本人のまたは生計を一にする配偶者やその他の親族が医療

費を支払った場合に適用できます。（合算することができる） 

【支出した医療費用‐生命保険等からの給付金‐10万円】 

＊控除額の上限は200万円 

＊総所得金額等が200万円未満の場合は総所得金額×５％ 

 
 

資料の内、人間ドック代は控除対象ですが、人間ドックでは異常が見つからな

かった場合には対象外となります。 

また、入院費用のうち入院時のベッド料も自己都合によって差額ベッドを使用

したのでベッド料についても対象外、ビタミン剤の購入代金は対象外です。 

 

従って、控除対象は入院費のみです。 

入院費：230,000円−60,000円=170,000円 

医療費控除=支出した医療費用‐生命保険等からの給付金‐10万円 

 

170,000円-100,000円=7万円 

 

 

従って、正解は【1. 70,000円 】 

  



【第6問】下記の(問13)~(問15)について解答しなさい。  

問13  

2019年9月2日に相続が開始された谷口啓二さん(被相続人)の<親族関係図>が下

記のとおりである場合、民法上の相続人および法定相続分の組み合わせとし

て、正しいものはどれか。なお、記載のない事項については一切考慮しないこ

ととする。  

 
 

  



【答え】 

 
法定相続人では、子、直系尊属、兄弟姉妹の順に、該当する相続人がいなかっ

た場合に順位が移ります。 

また、法定相続人に相続を放棄したものがいた場合には、相続人から除外(初

めから相続人ではなかった)して考えます。 

 
●相続人の範囲と順位、法定相続分 

配偶者のみ 相続分すべて 

順位 範囲 法定相続分 配偶者 配偶者なし 

第１順位 子 1/2で均等分 1/2 すべてを均等 

第２順位 直系尊属 

父母･祖父

母の順 

1/3で均等分 2/3 すべてを均等 

第３順位 兄弟姉妹 

第1,第2が

いない 

1/4で均等分 3/4 すべてを均等 

 

本問では、法定相続人は配偶者、子となりますので配偶者1/2、子1/2となり、

子は1/2を更に2人で分け合うので、それぞれ1/4となります。 

 

 

 

従って、正解は【1．京子 1/2  英男 1/4  祥子 1/4】 
  



問14  

大垣康夫さん(30歳)が2019年中に贈与を受けた財産の価額と贈与者は以下のと

おりである。康夫さんの2019年分の贈与税額として、正しいものはどれか。な

お、2019年中において、康夫さんはこれ以外の財産の贈与を受けておらず、相

続時精算課税制度は選択していないものとする。  

 
 

1. 80万円  

2. 67万円  

3. 58万円  

 

  



【答え】 

贈与税では、暦年課税選択の場合、特例贈与財産として、20歳以上の受贈者が

その直系尊属(父母や祖父母))からの贈与について特例税率の適用を受けられ

ます。 

また、相続時精算課税制度を選択した場合の贈与額は特別控除額2,500万円を

控除し、その金額を超えた金額には一律20%乗じて計算されます。 

この制度を利用したら暦年課税には戻れません。 

ただし、この制度以外からの贈与者から贈与を受けた場合は暦年課税が適応さ

れます。暦年課税の基礎控除110万円 

 

 

本問では父と祖父(直系尊属)からの贈与となり、合計額は550万円です。 

暦年課税の基礎控除110万円が控除されますので、440万円。 

 

速算表から 

 
 

440万円×20%-30万円=58万円 

 

 

従って、正解は【3. 58万円 】 

  



問15  

下記は、贈与税の配偶者控除の適用要件および控除額についてまとめた表であ

る。下表の空欄(ア)、(イ)にあてはまる数値の組み合わせとして、正しいもの

はどれか。  

 
 

1.(ア)10 (イ)1,000  

2.(ア)10 (イ)2,000  

3.(ア)20 (イ)2,000  

 

  



【答え】 

贈与税の配偶者控除とは、一定の適用要件のもとで、配偶者が居住用不動産や

その購入資金を贈与された場合に贈与税の課税価格から控除できる規定です。 

控除額は2,000万円です。ただし、贈与税の基礎控除110万円とは別で加算でき

ます。合計2,110万円までは非課税となります。 

 

【適用要件】 

●婚姻関係が20年以上あること 

 婚姻期間は婚姻届けから贈与の日までをいいますので入籍していない期間は

除かれます。1年未満場合の端数は切り捨てとなります。 

 

 

 

 

従って、正解は【3.(ア)20 (イ)2,000 】 

  



【第7問】下記の(問16)~(問20)について解答しなさい。  

 
 

  



問16  

FPの藤原さんは、馬場家のバランスシートを作成した。下表の空欄(ア)にあて

はまる金額として、正しいものはどれか。なお、<設例>に記載のあるデータに

基づいて解答することとする。  

 
1. 2,370(万円)  

2. 2,610(万円)  

3. 2,690(万円)  

 

  



【答え】 

総資産を求める場合には資産合計額-負債合計額で求められます。 

 
 

資産は、普通預金650万円＋定期預金500万円＋財形年金貯蓄320万円＋上場株

式240万円＋生命保険80万円＋不動産2,800万円=4,590万円 

 

 
負債は住宅ローンのみ1,900万円 

※住宅ローンの団体信用生命保険は、債務者が死亡・高度障害の場合には保険

料を保険会社がローン会社へ支払いを行います。 

 

4,590万円-1,900万円=2,690万円 

 

従って、正解は【3. 2,690(万円)】 

  



問17  

誠さんは、60歳で定年を迎えた後、その後公的年金の支給が始まる65歳までの

5年間の生活資金に退職一時金の一部を充てようと考えている。仮に退職一時

金のうち700万円を年利2.0%で複利運用しながら5年間で均等に取り崩すことと

した場合、年間で取り崩すことができる最大金額として、正しいものはどれ

か。なお、下記<資料>の3つの係数の中から最も適切な係数を選択して計算

し、円単位で解答すること。また、税金や記載のない事項については一切考慮

しないこととする。  

 
 

1. 1,485,120円  

2. 1,345,120円  

3. 1,267,980円  

  

 

  



【答え】 

現在の一定額を一定期間で取崩した場合の毎年の受取額を求めるには資本回収

係数です。 

元金×資本回収係数=毎年の受け取り金額 

本問では、700万円を年利2.0%で5年間取り崩した場合の毎年の受け取り金額

は？ 

 

 

 
 

7,000,000円×0.21216=1,485,120円 

 

従って、正解は【1. 1,485,120円 】 

  



問18  

誠さんは、住宅ローンの繰上げ返済について、FPの藤原さんに質問をした。住

宅ローンの繰上げ返済に関する藤原さんの次の説明のうち、最も不適切なもの

はどれか。 

  

1.「繰上げ返済は、現に返済しているローンの利息部分を返済するもので

す。」  

 

2.「毎月の返済額は変えずに、返済期間を短縮する方法を『期間短縮型』とい

います。」  

 

3.「最低返済額や繰上げ手数料は、金融機関によって異なります。」  

 

 

  



【答え】 

1.不適切 

住宅ローンの繰り上げ返済の方法には「返済額軽減型」と「期間短縮型」があ

ります。 

・返済額軽減型…繰り上げ返済した金額により、毎月の返済額が均等に安くな

るが、返済期間は変わらない。 

 

・期間短縮型…繰り上げ返済した金額により、毎月の返済額は変わらないが、

返済期間を短くする。 

繰り上げ返済を行うと元本部分の返済を行うことができます。 

 

 

2.適切 

・期間短縮型…繰り上げ返済した金額により、毎月の返済額は変わらないが、

返済期間を短くする。 

 

 

3.適切 

金融機関によって、住宅ローンの繰り上げ返済の最低額、手数料は異なりま

す。 

 

従って、正解は【1】 

  



問19  

誠さんは、個人型確定拠出年金(以下「iDeCo」という)について、FPの藤原さ

んに質問をした。iDeCoに関する藤原さんの次の説明のうち、最も不適切なも

のはどれか。  

 

1.「国民年金の第3号被保険者である陽子さんは、iDeCoの加入対象者となりま

す。」  

 

2.「iDeCoに加入した場合、支払った掛金は、生命保険料控除として所得控除

の対象となります。」  

 

3.「受給権が発生する年齢に到達すると、老齢給付金は年金として受け取るこ

とができるほか、一時金として受け取ることもできます。」  

 

 

  



【答え】 

1.適切 

iDeCoの加入対象者は 

・60歳未満の人 

公的年金の加入者（国民年金・厚生年金・共済組合等） 

・自営業者(第1号被保険者) 

・厚生年金保険の被保険者(第2号被保険者) 

 ・専業主婦(第3号被保険者) 

です。また国民年金保険料の半額免除を受けている場合には、加入することが

出来ません。 

 

 

2.不適切 

確定拠出年金の節税効果として 

拠出時(加入時)： 小規模企業共済等掛金控除⇒所得税控除となりま

す。 

運用中： 非課税 (利息・収益分配金・売却益) 

給付時： 一時金 退職所得控除の適用 

      年金  公的年金等控除の適用 

 

 

3.適切 

個人型確定拠出年金は給付時の受け取り方を一時金、年金形式を選ぶことがで

き、それぞれ適用される控除も異なります。 
・一時金…退職所得控除の適用 

・年金…公的年金等控除の適用 

 

 

 

 

従って、正解は【2】 

  



問20  

誠さんは、通常65歳から支給される老齢基礎年金を繰り上げて受給できること

を知り、FPの藤原さんに質問をした。老齢基礎年金の繰上げ受給に関する次の

記述のうち、最も不適切なものはどれか。なお、老齢基礎年金の受給要件は満

たしているものとする。 

  

1.老齢基礎年金を繰上げ受給した場合の年金額の減額は、一生涯続く。  

 

2.老齢基礎年金を繰上げ受給した場合の年金額は、繰上げ月数1月当たり0.5%

の割合で減額される。  

 

3.老齢基礎年金を60歳から繰上げ受給した場合、老齢厚生年金を同時に繰上げ

受給する必要はない。  

  



【答え】 

1.適切 

老齢基礎年金の繰り上げ、繰り下げ裁定の取り消しや変更、繰上げ請求した後

に裁定の取消しはできません。 

減額された年金額を受給し続けることになります。 

 

 

2.適切 

老齢基礎年金の繰上げ支給および繰下げ支給では 

   ・繰り上げ 

    繰り上げた月数×0.5％分が老齢厚生年金額から減算 

   ・繰り下げ 

    繰り下げた月数×0.7％分が老齢厚生年金に加算 

 

 

3.不適切 

繰下げ支給では老齢基礎年金と老齢厚生年金それぞれに別々に選択できます。 

なお、繰上げ支給は両方とも同時に請求しなくてはなりません。  

 

 

従って、正解は【3】 

 

 

 

 

 

-終- 

 

 


